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    規     則 

和歌山県規則第27号 

 和歌山県行政組織規則の一部を改正する規則を次のように定める。 

  平成31年3月29日 

和歌山県知事 仁 坂 吉 伸 

和歌山県行政組織規則の一部を改正する規則 

 和歌山県行政組織規則の一部を改正する規則（昭和63年和歌山県規則第19号）の一部を次のように改正

する。 

 次の表の改正前欄に掲げる規定を同表の改正後欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

県 章 

発行 和   歌   山   県 

和歌山市小松原通一丁目 1番地 

毎週火、金曜日発行 和歌山県報

改 正 後 改 正 前

目次 目次
第 1章・第 2 章 略 第 1章・第 2 章 略
第 3章 地方機関 第 3章 地方機関

第 1節～第34節 略 第 1節～第34節 略
第35節 削除 第35節 南紀白浜空港管理事務所（第1 9 8条

―第2 0 1条）
第36節・第37節 略 第36節・第37節 略

第 4章・第 5 章 略 第 4章・第 5 章 略
附則 附則

（局、課及び班） （局、課及び班）
第 6条 和歌山県部設置に関する条例により設置 第 6条 和歌山県部設置に関する条例により設置

された次の表に掲げる部に、それぞれ同表に掲 された次の表に掲げる部に、それぞれ同表に掲
げる局及び課を置き、当該課にそれぞれ同表に げる局及び課を置き、当該課にそれぞれ同表に
掲げる班を置く。 掲げる班を置く。

部 局 課 班 部 局 課 班

略 略 略 略

企画部 企画政 企画総 総務班 計画班 企画部 企画政 企画総 総務班 計画第一
策局 務課 調査調整班 デー 策局 務課 班 計画第二班

タ利活用推進班 調査調整班 デー
タ利活用推進班

文化学 文化企画班 学術 文化学 文化企画班 文化
術課 振興班 術課 推進班 学術振興
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班

略 略

略 略

略 略

農林水 農林水 略 農林水 農林水 略
産部 産政策 産部 産政策

局 農業農 管理指導班 計画 局 農業農 管理指導班 共同
村整備 調整班 整備班 村整備 活動班 計画調整
課 防災班 課 班 整備班 防災

班

略 略 略 略

森林・ 林業振 調整班 計画班 森林・ 林業振 調整班 計画班
林業局 興課 林業担い手班 木 林業局 興課 山村資源班 木材

材産業班 低コス 産業班 低コスト
ト林業班 林業班

略 略 略 略

略 略 略 略

略 略 略 略

（課の中に置く室等） （課の中に置く室等）
第 7条 前 2 条に規定するもののほか、次の表の 第 7条 前 2 条に規定するもののほか、次の表の

左欄に掲げる課の中に同表の右欄に掲げる室を 左欄に掲げる課の中に同表の右欄に掲げる室を
置く。 置く。

企画総務課 略 企画総務課 略

文化学術課 国民文化祭・障害者芸術文化祭 国際課 世界津波の日高校生サミット推
推進室 進室

環境生活総 南紀熊野ジオパークセンター開
務課 設準備室

略 略

2 前項に掲げるもののほか、次の表の左欄に掲 2 前項に掲げるもののほか、次の表の左欄に掲
げる課の中に同表の中欄に掲げる室を置き、当 げる課の中に同表の中欄に掲げる室を置き、当
該室に同表の右欄に掲げる班を置く。 該室に同表の右欄に掲げる班を置く。

略 略

農林水産総 里地･里山振興 共同活動班 果樹園芸課 略 略
務課 室

果樹園芸課 略 略

略 略 略 略 略 略

3 略 3 略

（会計局） （会計局）
第 8条 略 第 8条 略
2 会計局に次の表に掲げる課を置き、当該課に 2 会計局に次の表に掲げる課を置き、当該課に
それぞれ同表に掲げる班を置く。 それぞれ同表に掲げる班を置く。

課 班 課 班

会計課 総務企画班 審査第一班 会計課 総務班 審査第一班 審査
審査第二班 決算班 第二班 決算班
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略 略 略 略

（企画部各課の任務及び所掌事務） （企画部各課の任務及び所掌事務）
第17条 企画部各課の任務及び所掌事務は、次の 第17条 企画部各課の任務及び所掌事務は、次の

とおりとする。 とおりとする。
企画総務課 略 企画総務課 略
文化学術課 文化学術課
文化学術課は、文化及び学術の振興並びに私立 文化学術課は、文化及び学術の振興並びに私立

学校の健全な発展を支援することを任務とし、次 学校の健全な発展を支援することを任務とし、次
の事務を所掌する。 の事務を所掌する。

～ 略 ～ 略(１) (12) (１) (12)
第36回国民文化祭及び第21回全国障害者芸(13)

術・文化祭の開催準備に関すること。
略 略(14) (13)

国際課 国際課
国際課は、国際交流の促進を図ることを任務と 国際課は、国際交流の促進を図ることを任務と

し、次の事務を所掌する。 し、次の事務を所掌する。
～ 略 ～ 略(１) (14) (１) (14)

世界津波の日高校生サミットの開催準備及(15)
び運営に関すること。

略 略(15) (16)
調査統計課～人権施策推進課 略 調査統計課～人権施策推進課 略

第18条 略 第18条 略
2 地域プロジェクト対策室においては、企画総 2 地域プロジェクト対策室においては、企画総
務課の所掌事務のうち、前条企画総務課の項第 務課の所掌事務のうち、前条企画総務課の項第
13号及び第14号に掲げる事務を所掌する。 11号及び第12号に掲げる事務を所掌する。

3 国民文化祭・障害者芸術文化祭推進室におい 3 世界津波の日高校生サミット推進室において
ては、文化学術課の所掌事務のうち、前条文化 は、国際課の所掌事務のうち、前条国際課の項
学術課の項第13号に掲げる事務を所掌する。 第15号に掲げる事務を所掌する。

（環境生活部各課の任務及び所掌事務） （環境生活部各課の任務及び所掌事務）
第19条 環境生活部各課の任務及び所掌事務は、 第19条 環境生活部各課の任務及び所掌事務は、

次のとおりとする。 次のとおりとする。
環境生活総務課 環境生活総務課
環境生活総務課は、環境生活政策の総合調整を 環境生活総務課は、環境生活政策の総合調整を

行い、良好な環境の創出を図ることを任務とし、 行い、良好な環境の創出を図ることを任務とし、
次の事務を所掌する。 次の事務を所掌する。

～ 略 ～ 略(１) (20) (１) (20)
特定外来生物による生態系等に係る被害の 特定外来生物による生態系等に係る被害の(21) (21)

防止に関する法律（平成16年法律第78号）及 防止に関する法律（平成16年法律第78号）の
び和歌山県外来生物による生態系等に係る被 施行に関すること。
害の防止に関する条例（平成31年和歌山県条
例第12号）の施行に関すること。
～ 略 ～ 略(22) (24) (22) (24)

循環型社会推進課・環境管理課 略 循環型社会推進課・環境管理課 略
県民生活課 県民生活課
県民生活課は、県民の消費生活における利益の 県民生活課は、県民の消費生活における利益の

擁護、県民運動の推進及び安全・安心の暮らしの 擁護、県民運動の推進及び安全・安心のくらしの
実現並びに公益法人、ＮＰＯ法人その他社会貢献 実現並びに公益法人、ＮＰＯ法人その他社会貢献
活動を行う団体の健全な発展の促進を図ることを 活動を行う団体の健全な発展の促進を図ることを
任務とし、次の事務を所掌する。 任務とし、次の事務を所掌する。

～ 略 ～ 略(１) (11) (１) (11)
和歌山県飲酒運転の根絶に関する条例（平(12)

成31年和歌山県条例第16号）の施行に関する
こと。
和歌山県自転車の安全利用の促進に関する(13)

条例（平成31年和歌山県条例第17号）の施行
に関すること。
～ 略 ～ 略(14) (18) (12) (16)

和歌山県犯罪被害者等支援条例（平成31年(19)
和歌山県条例第15号）の施行に関すること。
再犯の防止等の推進に関する法律（平成28(20)

年法律第1 0 4号）の施行に関すること。
～ 略 ～ 略(21) (30) (17) (26)

青少年・男女共同参画課・食品・生活衛生課 青少年・男女共同参画課・食品・生活衛生課
略 略
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第20条 略 第20条 略
2 南紀熊野ジオパークセンター開設準備室にお
いては、環境生活総務課の所掌事務のうち、前
条環境生活総務課の項第22号に掲げる事務（南
紀熊野ジオパークセンターの開設準備に関する
ことに限る。）を所掌する。

3 略 2 略
4 県民活動団体室においては、県民生活課の所 3 県民活動団体室においては、県民生活課の所
掌事務のうち、前条県民生活課の項第23号から 掌事務のうち、前条県民生活課の項第19号から
第29号までに掲げる事務を所掌する。 第25号までに掲げる事務を所掌する。

（福祉保健部各課の任務及び所掌事務） （福祉保健部各課の任務及び所掌事務）
第21条 福祉保健部各課の任務及び所掌事務は、 第21条 福祉保健部各課の任務及び所掌事務は、

次のとおりとする。 次のとおりとする。
福祉保健総務課～ねんりんピック推進課 略 福祉保健総務課～ねんりんピック推進課 略
障害福祉課 障害福祉課
障害福祉課は、障害者及び障害児の自立と社会 障害福祉課は、障害者及び障害児の自立と社会

参加を推進し、障害者等の福祉の増進を図ること 参加を推進し、障害者等の福祉の増進を図ること
を任務とし、次の事務を所掌する。 を任務とし、次の事務を所掌する。

～ 略 ～ 略(１) (12) (１) (12)
自殺対策基本法（平成18年法律第85号）の(13)

施行に関すること。
アルコール健康障害対策基本法（平成25年(14)

法律第1 0 9号）の施行に関すること。
ギャンブル等依存症対策基本法（平成30年(15)

法律第74号）の施行に関すること。
～ 略 ～ 略(16) (22) (13) (19)

医務課～国民健康保険課 略 医務課～国民健康保険課 略
薬務課 薬務課
薬務課は、医薬品等の安定供給と安全性の確保 薬務課は、医薬品等の安定供給と安全性の確保

及び薬物の乱用防止を図ることを任務とし、次の 及び薬物の乱用防止を図ることを任務とし、次の
事務を所掌する。 事務を所掌する。

～ 略 ～ 略(１) (５) (１) (５)
薬事工業生産動態調査に関すること。(６)

～ 略 ～ 略(６) (14) (７) (15)

（農林水産部各課の任務及び所掌事務） （農林水産部各課の任務及び所掌事務）
第25条 農林水産部各課の任務及び所掌事務は、 第25条 農林水産部各課の任務及び所掌事務は、

次のとおりとする。 次のとおりとする。
農林水産総務課 農林水産総務課
農林水産総務課は、農林水産施策の総合調整を 農林水産総務課は、農林水産施策の総合調整を

行い、農林水産業の振興を図ることを任務とし、 行い、農林水産業の振興を図ることを任務とし、
次の事務を所掌する。 次の事務を所掌する。

～ 略 ～ 略(１) (14) (１) (14)
世界農業遺産及び日本農業遺産に関するこ(15)

と。
中山間ふるさと・水と土保全対策に関する(16)

こと。
中山間地域等直接支払制度に関すること。(17)
多面的機能支払交付金に関すること。(18)
略 略(19) (15)

食品流通課 略 食品流通課 略
農業農村整備課 農業農村整備課
農業農村整備課は、農業・農村の整備を行い、 農業農村整備課は、農業・農村の整備を行い、

活力ある農村づくりを図ることを任務とし、次の 活力ある農村づくりを図ることを任務とし、次の
事務を所掌する。 事務を所掌する。

～ 略 ～ 略(１) (12) (１) (12)
中山間ふるさと・水と土保全対策に関する(13)

こと。
中山間地域等直接支払制度に関すること。(14)
多面的機能支払交付金に関すること。(15)

略 略(13) (16)
果樹園芸課・畜産課 略 果樹園芸課・畜産課 略
経営支援課 経営支援課
経営支援課は、農業技術の指導を行うこと並び 経営支援課は、農業技術の指導を行うこと並び

に農業者の経営体質強化及び担い手の育成を図る に農業者の経営体質強化及び担い手の育成を図る
ことを任務とし、次の事務を所掌する。 ことを任務とし、次の事務を所掌する。

～ 略 ～ 略(１) (10) (１) (10)
農業機械化促進法（昭和28年法律第2 5 2号(11)
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）の施行に関すること。
～ 略 ～ 略(11) (18) (12) (19)

林業振興課 林業振興課
林業振興課は、森林資源の適正管理及び紀州材 林業振興課は、森林資源の適正管理及び紀州材

の需要拡大対策及び山村の生活環境整備を行い、 の需要拡大対策及び山村の生活環境整備を行い、
林業の振興を図ることを任務とし、次の事務を所 林業の振興を図ることを任務とし、次の事務を所
掌する。 掌する。

～ 略 ～ 略(１) (31) (１) (31)
森林経営管理法（平成30年法律第35号）の(32)

施行に関すること。
森林環境譲与税に関すること。(33)
略 略(34) (32)

森林整備課～資源管理課 略 森林整備課～資源管理課 略

第26条 略 第26条 略
2 里地・里山振興室においては、農林水産総務
課の所掌事務のうち、前条農林水産総務課の項
第15号から第18号までに掲げる事務を所掌する
。

3 略 2 略

（県土整備部各課の任務及び所掌事務） （県土整備部各課の任務及び所掌事務）
第27条 県土整備部各課の任務及び所掌事務は、 第27条 県土整備部各課の任務及び所掌事務は、

次のとおりとする。 次のとおりとする。
県土整備総務課～検査・技術支援課 略 県土整備総務課～検査・技術支援課 略
用地対策課 用地対策課
用地対策課は、県土整備事業における用地取得 用地対策課は、県土整備事業における用地取得

の推進を図ることを任務とし、次の事務を所掌す の推進を図ることを任務とし、次の事務を所掌す
る。 る。

～ 略 ～ 略(１) (６) (１) (６)
所有者不明土地の利用の円滑化等に関する(７)

特別措置法（平成30年法律第49号）の施行に
関すること。

略 略(８) (７)
道路政策課～砂防課 略 道路政策課～砂防課 略
下水道課 下水道課
下水道課は、下水道等の汚水処理施設の整備を 下水道課は、下水道等の汚水処理施設の整備を

行い、清潔で快適な生活環境を確保し、公共用水 行い、清潔で快適な生活環境を確保し、公共用水
域の水質の保全を図ることを任務とし、次の事務 域の水質の保全を図ることを任務とし、次の事務
を所掌する。 を所掌する。

略 略(１) (１)
和歌山県流域下水道事業の設置等に関する 和歌山県流域下水道条例（平成12年和歌山(２) (２)

条例（平成12年和歌山県条例第80号）の施行 県条例第80号）の施行に関すること。
に関すること。
～ 略 ～ 略(３) (10) (３) (10)

都市政策課 都市政策課
都市政策課は、適切な都市計画の運用、良好な 都市政策課は、適切な都市計画の運用、良好な

景観の形成、都市公園施設の整備等を行うことに 景観の形成、都市公園施設の整備等を行うことに
より、県土の健全な発展を図ることを任務とし、 より、県土の健全な発展を図ることを任務とし、
次の事務を所掌する。 次の事務を所掌する。

～ 略 ～ 略(１) (４) (１) (４)
建築基準法（昭和25年法律第2 0 1号）第42 建築基準法（昭和25年法律第2 0 1号）第42(５) (５)

条第 1項第 5 号の施行に関すること。 条第 1項第 5 号、第52条第 1 項第 6 号、第53
条第 1項第 6 号及び第56条第 1 項第 2 号ニの
施行に関すること。

～ 略 ～ 略(６) (14) (６) (14)
建築住宅課・公共建築課 略 建築住宅課・公共建築課 略
港湾空港振興課 港湾空港振興課
港湾空港振興課は、港湾、漁港、海岸及び空港 港湾空港振興課は、港湾、漁港、海岸及び空港

の適正な管理運営を行い、交通機能の充実及び地 の適正な管理運営を行い、交通機能の充実及び地
域経済の振興を図ることを任務とし、次の事務を 域経済の振興を図ることを任務とし、次の事務を
所掌する。 所掌する。

～ 略 ～ 略(１) (４) (１) (４)
空港法（昭和31年法律第80号）の施行に関 空港整備法（昭和31年法律第80号）の施行(５) (５)

すること。 に関すること。
～ 略 ～ 略(６) (９) (６) (９)

南紀白浜空港管理事務所に関すること。(10)
略 略(10) (11)

港湾漁港整備課 略 港湾漁港整備課 略
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（総務県民課の所掌事務） （総務県民課の所掌事務）
第36条 総務県民課の所掌事務は、次のとおりと 第36条 総務県民課の所掌事務は、次のとおりと

する。 する。
～ 略 ～ 略(１) (５) (１) (５)

局及び所管区域内地方機関の職員の通勤手 局及び所管区域内地方機関の職員の扶養手(６) (６)
当に関すること。 当、通勤手当、住居手当及び単身赴任手当に

関すること。
～ 略 ～ 略(７) (25) (７) (25)

2 略 2 略

（衛生環境課の所掌事務） （衛生環境課の所掌事務）
第41条 衛生環境課の所掌事務は、次のとおりと 第41条 衛生環境課の所掌事務は、次のとおりと

する。 する。
～ 略 ～ 略(１) (４) (１) (４)

和歌山県太陽光発電事業の実施に関する条 和歌山県太陽光発電事業の実施に関する条(５) (５)
例の施行に関すること（他の課の所掌に属す 例の施行に関すること（林務課の所掌に属す
るものを除く。）。 るものを除く。）。
～ 略 ～ 略(６) (８) (６) (８)

（林務課の所掌事務） （林務課の所掌事務）
第47条 林務課の所掌事務は、次のとおりとする 第47条 林務課の所掌事務は、次のとおりとする

。 。
～ 略 ～ 略(１) (30) (１) (30)

森林経営管理法の施行に関すること。(31)
森林環境譲与税に関すること。(32)

2 ・ 3 略 2・ 3 略

（総務調整課の所掌事務） （総務調整課の所掌事務）
第51条の 2 総務調整課の所掌事務は、次のとお 第51条の 2 総務調整課の所掌事務は、次のとお

りとする。 りとする。
～ 略 ～ 略(１) (22) (１) (22)

和歌山県太陽光発電事業の実施に関する条(23)
例の施行に関すること（造成及び景観に係る
認定の基準に関することに限る。）。
略 略(24) (23)

2 略 2 略
3 東牟婁振興局新宮建設部総務調整課において
は、第 1 項に規定する事務のほか、近畿自動車
道紀勢線（新宮市あけぼのと同市三輪崎の間に
限る。）の建設に伴う新宮市との調整に関する
事務を所掌する。

（総務用地課の所掌事務） （総務用地課の所掌事務）
第52条 総務用地課の所掌事務は、次のとおりと 第52条 総務用地課の所掌事務は、次のとおりと

する。 する。
～ 略 ～ 略(１) (36) (１) (36)

和歌山県太陽光発電事業の実施に関する条(37)
例の施行に関すること（造成、太陽光発電設
備及び景観に係る認定の基準に関することに
限る。）。
略 略(38) (37)

（管理保全課の所掌事務） （管理保全課の所掌事務）
第55条 略 第55条 略
2 略 2 略
3 西牟婁振興局建設部管理保全課においては、
第 1 項に規定する事務のほか、南紀白浜空港の
管理に関する次の事務を所掌する。

南紀白浜空港施設の整備、管理及び運営に(１)
関すること（西牟婁振興局建設部建築課の所
掌に属するものを除く。）。

南紀白浜空港の利便性の向上に関すること(２)
。

（建築課の所掌事務） （建築課の所掌事務）
第57条 建築課の所掌事務は、次のとおりとする 第57条 建築課の所掌事務は、次のとおりとする

。 。
～ 略 ～ 略(１) (12) (１) (12)
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和歌山県太陽光発電事業の実施に関する条(13)
例の施行に関すること（太陽光発電設備に係
る認定の基準に関することに限る。）。
略 略(14) (13)

2 西牟婁振興局建設部建築課においては、前項 2 西牟婁振興局建設部建築課においては、前項
に規定する事務のほか、西牟婁振興局及び東牟 に規定する事務のほか、西牟婁振興局及び東牟
婁振興局管内における次に掲げる事務を所掌す 婁振興局管内における次に掲げる事務を所掌す
る。 る。

～ 略 ～ 略(１) (３) (１) (３)
南紀白浜空港施設の整備、管理及び運営に(４)

関すること（西牟婁振興局建設部管理保全課
の所掌に属するものを除く。）。

（任務及び所掌事務） （任務及び所掌事務）
第1 6 2条 工業技術センターは、県内企業の技術 第1 6 2条 工業技術センターは、県内企業の技術

力・研究開発力向上に向けた総合的な支援を行 力・研究開発力向上に向けた総合的な支援を行
い、県内産業の振興を図ることを任務とし、次 い、県内産業の振興を図ることを任務とし、次
の事務を所掌する。 の事務を所掌する。

～ 略 ～ 略(１) (４) (１) (４)
県内企業等の活性化に資する様々な分野で 県内企業等の活性化に資するまざまな分野(５) (５)

の研究開発と成果普及に関すること。 での研究開発と成果普及に関すること。
略 略(６) (６)

2 略 2 略

（内部組織） （内部組織）
第1 6 3条 工業技術センターに、次の部を置く。 第1 6 3条 工業技術センターに、次の部を置く。

企画総務部 企画総務部
食品開発部 食品産業部
地域資源活用部 生活・環境産業部
ものづくり支援部 機械産業部
化学技術部 化学産業部
薬業振興部 電子・材料産業部

薬事産業部
2 企画総務部に、総務管理課及び企画調整課を 2 企画総務部に、政策調整課及び技術企画課を
置く。 置く。

（内部組織） （内部組織）
第1 9 1条 次の表の左欄に掲げる家畜保健衛生所 第1 9 1条 次の表の左欄に掲げる家畜保健衛生所

に、それぞれ同表の右欄に掲げる課を置く。 に、それぞれ同表の右欄に掲げる課を置く。

紀北家畜保健 総務防疫課 衛生指導課 病 紀北家畜保健 総務課 防疫課 衛生指導課
衛生所 性鑑定課 衛生所 病性鑑定課

略 略 略 略

第35節 削除 第35節 南紀白浜空港管理事務所

（設置）
第1 9 8条から第2 0 1条まで 削除 第1 9 8条 南紀白浜空港の円滑な管理及び運営を

図るため、南紀白浜空港管理事務所を置く。

（名称及び位置）
第1 9 9条 南紀白浜空港管理事務所の名称及び位

置は、次のとおりとする。

名称 位置

和歌山県南紀白浜空港管 西牟婁郡白浜町
理事務所

（任務及び所掌事務）
第2 0 0条 南紀白浜空港管理事務所は、南紀白浜

空港の円滑な管理運営を行い、航空の安全を確
保することを任務とし、次の事務を所掌する。

南紀白浜空港施設の整備、管理及び運営に(１)
関すること。
南紀白浜空港の利便性の向上に関すること(２)
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。
その他任務の達成に必要なこと。(３)

（内部組織）
第2 0 1条 南紀白浜空港管理事務所に、次の課を

置く。
総務課
施設課

（名称、担任事務及び所管課室） （名称、担任事務及び所管課室）
第2 1 0条 法令及び条例により設置された附属機 第2 1 0条 法令及び条例により設置された附属機

関の名称、担任事務及び所管課室は、次のとお 関の名称、担任事務及び所管課室は、次のとお
りである。 りである。

名称 担任事務 所管課室 名称 担任事務 所管課室

略 略

略 略 略 略 略 略

和歌山県麻 略 和歌山県麻 略
薬中毒審査 薬中毒審査
会 会

和歌山県毒 毒物及び劇物取締
物劇物取扱 法第 8条第 1 項第
者試験委員 3号の規定による

毒物劇物取扱者試
験の実施に関する
事務

和歌山県薬 略 和歌山県薬 略
物検討審査 物検討審査
会 会

和歌山県登 医薬品、医療機器
録販売者試 等の品質、有効性
験委員 及び安全性の確保

等に関する法律第
36条の 8第 1 項の
規定による登録販
売者試験の実施に
関する事務

略 略 略 略

略 略

和歌山県農 農地、農業用施設 農林水産総 和歌山県卸 卸売市場法第71条 食品流通課
業農村振興 等の適正かつ円滑 務課里地・ 売市場審議 の規定により知事
委員会 な利活用について 里山振興室 会 の諮問に応じ県に

の重要事項の調査 おける卸売市場の
審議に関する事務 整備を図るための

計画に関する事項
その他卸売市場に
関する重要事項の
調査審議に関する
事務

和歌山県卸 卸売市場法第71条 食品流通課 和歌山県農 農地、農業用施設 農業農村整
売市場審議 の規定により知事 業農村振興 等の適正かつ円滑 備課
会 の諮問に応じ県に 委員会 な利活用について

おける卸売市場の の重要事項の調査
整備を図るための 審議に関する事務
計画に関する事項
その他卸売市場に
関する重要事項の
調査審議に関する
事務



    和歌山県報  号外（13） 平成 31 年 3 月 29 日（金曜日） 

－ 9 － 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   附 則 

略 略

（所長、課長等） （所長、課長等）
第2 1 2条 次の表の左欄に掲げる地方機関（振興 第2 1 2条 次の表の左欄に掲げる地方機関（振興

局を除く。以下この条において同じ。）の組織 局を除く。以下この条において同じ。）の組織
に、それぞれ同表の中欄に掲げる職を置き、そ に、それぞれ同表の中欄に掲げる職を置き、そ
の職務は、それぞれ同表の右欄に掲げるとおり の職務は、それぞれ同表の右欄に掲げるとおり
とする。 とする。

組織 職 職務 組織 職 職務

地方機関 所長（校にあっては 略 地方機関 所長（館にあっては 略
校長、場にあっては 館長、校にあっては
場長、園にあっては 校長、場にあっては
園長、文書館にあっ 場長、園にあっては
ては次長、こころの 園長、こころの医療
医療センターにあっ センターにあっては
ては院長、高等看護 院長、世界遺産セン
学院及び産業技術専 ターにあっては事務
門学院にあっては学 長、高等看護学院及
院長、なぎ看護学校 び産業技術専門学院
にあっては学校長。 にあっては学院長、
次項の表において「 なぎ看護学校にあっ
所長」という。) ては学校長。次項の

表において「所長」
という。）

略 略

ここ 略 ここ 略
ろの ろの
医療 医療 略 略 医療 医療 略 略
セン 相談 セン 相談
ター ・連 ター ・連

携室 携室

世界遺産セ 事務長 上司の命
ンター を受け、

当該セン
ターの庶
務、会計
等の事務
を掌理し
、所属職
員を指揮
監督する
。

略 略 略 略 略 略

2 前項に定めるもののほか、必要に応じ、次の 2 前項に定めるもののほか、必要に応じ、次の
表の左欄に掲げる地方機関の組織に、それぞれ 表の左欄に掲げる地方機関の組織に、それぞれ
同表の中欄に掲げる職を置き、その職務は、同 同表の中欄に掲げる職を置き、その職務は、同
表の右欄に掲げるとおりとする。 表の右欄に掲げるとおりとする。

組織 職 職務 組織 職 職務

略 略

高等看護学院 教務主幹 略 高等看護学院 教務主幹 略
総括教務主任

略 略
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 この規則は、平成31年4月1日から施行する。 

 

和歌山県規則第28号 

 産業廃棄物の保管及び土砂等の埋立て等の不適正処理防止に関する条例施行規則の一部を改正する規則

を次のように定める。 

  平成31年3月29日 

和歌山県知事 仁 坂 吉 伸 

産業廃棄物の保管及び土砂等の埋立て等の不適正処理防止に関する条例施行規則の一部を改正す

る規則 

 産業廃棄物の保管及び土砂等の埋立て等の不適正処理防止に関する条例施行規則（平成20年和歌山県規

則第73号）の一部を次のように改正する。 

 次の表の改正前欄に掲げる規定を同表の改正後欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

改 正 後 改 正 前

別表第 1 （第 7 条、第11条、第16条、第21条関係 別表第 1 （第 7 条、第11条、第16条、第21条関係
） ）

項目 基準値 測定方法 項目 基準値 測定方法

略 略 略 略 略 略

全シアン 略 規格K0102の38に定める 全シアン 略 規格K0102の38に定める
方法（規格K0102の38.1 方法（規格K0102の38.1
.1及び38の備考11に定め .1に定める方法を除く。
る方法を除く。）又は水 ）
質汚濁に係る環境基準に
ついて（昭和46年環境庁
告示第59号。以下「環境
基準告示」という。）付
表 1 に掲げる方法

略 略

六価クロ 略 規格K0102の65.2（規格 六価クロ 略 規格K0102の65.2に定め
ム K0102の65.2.7を除く。 ム る方法（ただし、規格K0

）に定める方法（ただし 1 0 2の65.2.6に定める方
、規格K0102の65.2.6に 法により塩分の濃度の高
定める方法により塩分の い試料を測定する場合に
濃度の高い試料を測定す あっては、規格K0170-7
る場合にあっては、規格 の7a）又は b ）に定める
K0170-7の7a）又は b ） 操作を行うものとする。
に定める操作を行うもの ）
とする。）

略 略 略 略 略 略

総水銀 略 環境基準告示付表 2 に掲 総水銀 略 水質汚濁に係る環境基準
げる方法 について（昭和46年環境

庁告示第59号。以下「環
境基準告示」という。）
付表 1 に掲げる方法

アルキル 略 環境基準告示付表 3 及び アルキル 略 環境基準告示付表 2 及び
水銀 排水基準告示付表 3 に掲 水銀 排水基準告示付表 3 に掲

げる方法 げる方法

P C B 略 環境基準告示付表 4 に掲 P C B 略 環境基準告示付表 3 に掲
げる方法 げる方法

略 略

1,2-ジク 略 シス体にあっては規格K0 シス-1,2 略 規格K0125の5 . 1、5 . 2
ロロエチ 1 2 5の5 . 1、5 . 2又は5. - ジクロ 又は5.3.2に定める方法
レン 3 . 2に定める方法、トラ ロエチレ
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ンス体にあっては規格K0 ン
1 2 5の5 . 1、5 . 2又は5.
3 . 1に定める方法

略 略

チウラム 略 環境基準告示付表 5 に掲 チウラム 略 環境基準告示付表 4 に掲
げる方法 げる方法

シマジン 略 環境基準告示付表 6 の第 シマジン 略 環境基準告示付表 5 の第
1 又は第 2 に掲げる方法 1 又は第 2 に掲げる方法

チオベン 略 環境基準告示付表 6 の第 チオベン 略 環境基準告示付表 5 の第
カルブ 1 又は第 2 に掲げる方法 カルブ 1 又は第 2 に掲げる方法

略 略

ふっ素 略 規格K0102の34.1（規格 ふっ素 略 規格K0102の34.1若しく
K0102の34の備考 1 を除 は34.4に定める方法又は
く。）若しくは34.4（妨 34.1c）（注 第 3 文を(６)
害となる物質としてハロ 除く。）に定める方法（
ゲン化合物又はハロゲン 懸濁物質及びイオンクロ
化水素が多量に含まれる マトグラフ法で妨害とな
試料を測定する場合にあ る物質が共存しない場合
っては、蒸留試薬溶液と にあっては、これを省略
して、水約2 0 0ミリリッ することができる。）及
トルに硫酸10ミリリット び環境基準告示付表 6 に
ル、りん酸60ミリリット 掲げる方法
ル及び塩化ナトリウム10
グラムを溶かした溶液と
グリセリン2 5 0ミリリッ
トルを混合し、水を加え
て1,000ミリリットルと
したものを用い、規格K0
170-6の 6 図 2 注記のア
ルミニウム溶液のライン
を追加する。）に定める
方法又は規格K0102の34
.1.1c）（注 第 3 文及(２)
び規格K0102の34の備考
1 を除く。）に定める方
法（懸濁物質及びイオン
クロマトグラフ法で妨害
となる物質が共存しない
ことを確認した場合にあ
っては、これを省略する
ことができる。）及び環
境基準告示付表 7 に掲げ
る方法

略 略 略 略 略 略

1,4-ジオ 略 環境基準告示付表 8 に掲 1,4-ジオ 略 環境基準告示付表 7 に掲
キサン げる方法 キサン げる方法

備考 備考
1 ～ 3 略 1 ～ 3 略
4 1,2-ジクロロエチレンの濃度は、規格K0
1 2 5の5 . 1、5 . 2又は5.3.2に定める方法
により測定されたシス体の濃度と規格K012
5 の5 . 1、5 . 2又は5.3.1に定める方法に
より測定されたトランス体の濃度の和とす
る。

別表第 2 （第 8 条、第20条関係） 別表第 2 （第 8 条、第20条関係）

項目 基準値 測定方法 項目 基準値 測定方法

略 略 略 略 略 略

全シアン 略 規格K0102の38.1.2（規 全シアン 略 規格K0102の38.1.2及び
格K0102の38の備考11を 38.2に定める方法、規格
除く。以下同じ。）及び K0102の38.1.2及び38.3
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38.2に定める方法、規格 に定める方法又は規格K0
K0102の38.1.2及び38.3 1 0 2の38.1.2及び38.5に
に定める方法、規格K010 定める方法
2 の38.1.2及び38.5に定
める方法又は環境基準告
示付表 1 に掲げる方法

略 略 略 略 略 略

六価クロ 略 規格K0102の65.2（規格 六価クロ 略 規格K0102の65.2に定め
ム K0102の65.2.7を除く。 ム る方法（ただし、規格K0

）に定める方法（ただし 1 0 2の65.2.6に定める方
、規格K0102の65.2.6に 法により汽水又は海水を
定める方法により汽水又 測定する場合にあっては
は海水を測定する場合に 、規格K0170-7の7a）又
あっては、規格K0170-7 は b ）に定める操作を行
の7a）又は b ）に定める うものとする。）
操作を行うものとする。
）

略 略 略 略 略 略

総水銀 略 環境基準告示付表 2 に掲 総水銀 略 環境基準告示付表 1 に掲
げる方法 げる方法

アルキル 略 環境基準告示付表 3 に掲 アルキル 略 環境基準告示付表 2 に掲
水銀 げる方法 水銀 げる方法

P C B 略 環境基準告示付表 4 に掲 P C B 略 環境基準告示付表 3 に掲
げる方法 げる方法

略 略

チウラム 略 環境基準告示付表 5 に掲 チウラム 略 環境基準告示付表 4 に掲
げる方法 げる方法

シマジン 略 環境基準告示付表 6 の第 シマジン 略 環境基準告示付表 5 の第
1 又は第 2 に掲げる方法 1 又は第 2 に掲げる方法

チオベン 略 環境基準告示付表 6 の第 チオベン 略 環境基準告示付表 5 の第
カルブ 1 又は第 2 に掲げる方法 カルブ 1 又は第 2 に掲げる方法

略 略

ふっ素 略 規格K0102の34.1（規格 ふっ素 略 規格K0102の34.1若しく
K0102の34の備考 1 を除 は34.4に定める方法又は
く。）若しくは34.4（妨 34.1c）（注 第 3 文を(６)
害となる物質としてハロ 除く。）に定める方法（
ゲン化合物又はハロゲン 懸濁物質及びイオンクロ
化水素が多量に含まれる マトグラフ法で妨害とな
試料を測定する場合にあ る物質が共存しない場合
っては、蒸留試薬溶液と にあっては、これを省略
して、水約2 0 0ミリリッ することができる。）及
トルに硫酸10ミリリット び環境基準告示付表 6 に
ル、りん酸60ミリリット 掲げる方法
ル及び塩化ナトリウム10
グラムを溶かした溶液と
グリセリン2 5 0ミリリッ
トルを混合し、水を加え
て1,000ミリリットルと
したものを用い、規格K0
170-6の 6 図 2 注記のア
ルミニウム溶液のライン
を追加する。）に定める
方法又は規格K0102の34
.1.1c）（注 第 3 文及(２)
び規格K0102の34の備考
1 を除く。）に定める方
法（懸濁物質及びイオン
クロマトグラフ法で妨害
となる物質が共存しない
ことを確認した場合にあ
っては、これを省略する
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   附 則 

 （施行期日） 

1 この規則は、平成31年7月1日から施行する。 

 （経過措置） 

2 この規則の施行の際現に産業廃棄物の保管及び土砂等の埋立て等の不適正処理防止に関する条例（平

成20年和歌山県条例第49号）第26条の規定による届出をした者の当該届出をした土砂等の搬入に係る土

壌基準については、なお従前の例による。 

 

和歌山県規則第29号 

 水産業協同組合法施行細則の一部を改正する規則を次のように定める。 

  平成31年3月29日 

和歌山県知事 仁 坂 吉 伸 

水産業協同組合法施行細則の一部を改正する規則 

 水産業協同組合法施行細則（平成19年和歌山県規則第3号）の一部を次のように改正する。 

 次の表の改正前欄に掲げる規定を同表の改正後欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ことができる。）及び環
境基準告示付表 7 に掲げ
る方法

略 略 略 略 略 略

1,4-ジオ 略 環境基準告示付表 8 に掲 1,4-ジオ 略 環境基準告示付表 7 に掲
キサン げる方法 キサン げる方法

備考 略 備考 略

改 正 後 改 正 前

（設立の認可申請等） （設立の認可申請等）
第 3条 発起人は、法第63条第 1項（法第92条第 第 3条 発起人は、法第63条第 1項（法第86条第

4項、第96条第 4項及び第1 0 0条第 4項におい 3項、第92条第 4項、第96条第 4項及び第1 0 0
て準用する場合を含む。）の規定により、設立 条第 4項において準用する場合を含む。）の規
の認可を申請しようとするときは、設立認可申 定により、設立の認可を申請しようとするとき
請書（別記第 1号様式）に次に掲げる書類を添 は、設立認可申請書（別記第 1号様式）に次に
えて、知事に提出しなければならない。 掲げる書類を添えて、知事に提出しなければな

らない。
～ 略 ～ 略(１) (９) (１) (９)

理事が法第34条第10項ただし書（法第92条 理事が法第34条第10項ただし書（法第86条(10) (10)
第 3 項、第96条第 3項及び第1 0 0条第 3項に 第 2項、第92条第 3項、第96条第 3項及び第
おいて準用する場合を含む。）に規定する要 1 0 0条第 3項において準用する場合を含む。
件に該当することを証する書面 ）に規定する要件に該当することを証する書

面
発起人が法第59条（法第96条第 4項におい 発起人が法第59条（法第86条第 3項及び第(11) (11)

て準用する場合を含む。）に規定する要件に 96条第 4項において準用する場合を含む。）
該当することを証する書面 に規定する要件に該当することを証する書面
・ 略 ・ 略(12) (13) (12) (13)

漁業生産組合の設立にあっては、法第80条(14)
、第81条及び第82条第 2項に規定する要件に
該当することを証する書面

2 前項の設立の認可を受けた組合は、法第1 0 1 2 組合は、法第1 0 1条第 1項の規定により設立
条第 1項の規定により設立の登記をしたときは の登記をしたときは、当該登記の日から 2週間
、当該登記の日から 2週間以内に、設立登記完 以内に、設立登記完了報告書に登記事項証明書
了報告書に登記事項証明書を添えて、知事に提 を添えて、知事に提出しなければならない。
出しなければならない。

3 第 1 項の設立の認可を受けた組合は、法第64 3 組合は、法第64条（法第86条第 3項、第92条
条（法第92条第 4項、第96条第 4項及び第1 0 0 第 4項、第96条第 4項及び第1 0 0条第 4項にお
条第 4項において準用する場合を含む。）の設 いて準用する場合を含む。）の設立の認可のあ
立の認可のあった日から90日を経過しても法第 った日から90日を経過しても法第1 0 1条第 1項
1 0 1条第 1項の規定による設立の登記を完了で の規定による設立の登記を完了できないときは
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きないときは、遅滞なく、設立登記未了報告書 、遅滞なく、設立登記未了報告書に理由書を添
に理由書を添えて、知事に提出しなければなら えて、知事に提出しなければならない。
ない。

（設立の届出）
第 3条の 2 漁業生産組合は、法第85条の 2 第 4

項の規定により成立の届出を行おうとするとき
は、成立の日から 2 週間以内に漁業生産組合成
立届出書（別記第 1 号様式の 2 ）に次に掲げる
書類を添えて、知事に提出しなければならない
。

法第82条の 2 第 1 項の組合員名簿(１)
登記事項証明書(２)
定款(３)
成立時の財産目録（別記第 1 号様式の 3 ）(４)

（定款の変更の認可の申請） （定款の変更の認可の申請）
第 4条 組合は、法第48条第 2項（法第92条第 3 第 4条 組合は、法第48条第 2項（法第86条第 2

項、第96条第 3項及び第1 0 0条第 3項において 項、第92条第 3項、第96条第 3項及び第1 0 0条
準用する場合を含む。）の規定により、定款の 第 3項において準用する場合を含む。）の規定
変更の認可を受けようとするときは、定款変更 により、定款の変更の認可を受けようとすると
認可申請書（別記第 2号様式）に次に掲げる書 きは、定款変更認可申請書（別記第 2号様式）
類を添えて、知事に提出しなければならない。 に次に掲げる書類を添えて、知事に提出しなけ

ればならない。
～ 略 ～ 略(１) (３) (１) (３)

出資一口の金額を減少する定款の変更にあ 出資一口の金額を減少する定款の変更にあ(４) (４)
っては、次に掲げる書類 っては、次に掲げる書類
ア 法第53条第 1項（法第92条第 3項、第96 ア 法第53条第 1項（法第86条第 2項、第92

条第 3項及び第1 0 0条第 3項において準用 条第 3項、第96条第 3項及び第1 0 0条第 3
する場合を含む。）に規定する財産目録及 項において準用する場合を含む。）に規定
び貸借対照表 する財産目録及び貸借対照表

イ 法第53条第 2項（法第92条第 3項、第96 イ 法第53条第 2項（法第86条第 2項、第92
条第 3項及び第1 0 0条第 3項において準用 条第 3項、第96条第 3項及び第1 0 0条第 3
する場合を含む。）の規定による公告及び 項において準用する場合を含む。）の規定
催告（法第53条第 3項（法第92条第 3項、 による公告及び催告（法第53条第 3項（法
第96条第 3項及び第1 0 0条第 3項において 第86条第 2項、第92条第 3項、第96条第 3
準用する場合を含む。）の規定により公告 項及び第1 0 0条第 3項において準用する場
を官報のほか時事に関する事項を掲載する 合を含む。）の規定により公告を官報のほ
日刊新聞紙又は電子公告によってした場合 か時事に関する事項を掲載する日刊新聞紙
にあっては、これらの方法による公告）を 又は電子公告によってした場合にあっては
したことを証する書面 、これらの方法による公告）をしたことを

証する書面
ウ 債権者が異議を述べなかったときはその ウ 債権者が異議を述べなかったときはその

ことを証する書面、債権者が異議を述べた ことを証する書面、債権者が異議を述べた
ときは法第54条第 2項（法第92条第 3項、 ときは法第54条第 2項（法第86条第 2項、
第96条第 3項及び第1 0 0条第 3項において 第92条第 3項、第96条第 3項及び第1 0 0条
準用する場合を含む。）に規定する手続を 第 3項において準用する場合を含む。）に
完了したことを証する書面 規定する手続を完了したことを証する書面
略 略(５) (５)
漁業協同組合が漁業及びこれに附帯する事 漁業協同組合が漁業及びこれに附帯する事(６) (６)

業を新たに営むための定款の変更にあっては 業を新たに営むための定款の変更にあっては
、第 3条第 1項第13号に掲げる書類 、前条第 1項第13号に掲げる書類

（定款の変更の届出）
第 4条の 2 漁業生産組合は、法第84条の 7 第 2

項の規定により定款の変更の届出を行おうとす
るときは、変更の日から 2 週間以内に、漁業生
産組合定款変更届出書（別記第 2 号様式の 2 ）
に次に掲げる書類を添えて、知事に提出しなけ
ればならない。

前条各号（第 4 号を除く。）に掲げる書類(１)
出資一口の金額を減少する定款の変更にあ(２)

っては、次に掲げる書類
ア 法第86条第 2項において準用する法第53

条第 1項に規定する財産目録及び貸借対照
表

イ 法第86条第 2項において準用する法第53
条第 2項の規定による公告及び催告（法第
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86条第 2項において準用する法第53条第 3
項の規定により公告を官報のほか時事に関
する事項を掲載する日刊新聞紙又は電子公
告によってした場合にあっては、これらの
方法による公告）をしたことを証する書面

ウ 債権者が異議を述べなかったときはその
ことを証する書面、債権者が異議を述べた
ときは法第86条第 2項において準用する法
第54条第 2項に規定する手続を完了したこ
とを証する書面

（解散の決議の認可の申請） （解散の決議の認可の申請）
第 8条 組合は、法第68条第 2項（法第96条第 5 第 8条 組合は、法第68条第 2項（法第86条第 4

項において準用する場合を含む。）又は法第91 項及び第96条第 5項において準用する場合を含
条第 2項（法第1 0 0条第 5項において準用する む。）又は法第91条第 2項（法第1 0 0条第 5項
場合を含む。）の規定により解散の決議の認可 において準用する場合を含む。）の規定により
を受けようとするときは、解散決議認可申請書 解散の決議の認可を受けようとするときは、解
（別記第 5号様式）に次に掲げる書類を添えて 散決議認可申請書（別記第 5号様式）に次に掲
、知事に提出しなければならない。 げる書類を添えて、知事に提出しなければなら

ない。
～ 略 ～ 略(１) (３) (１) (３)

（総会の決議による解散の届出）
第 8条の 2 漁業生産組合は、法第85条の 4 第 2

項の規定により解散の届出（法第86条第 4 項に
おいて準用する法第68条第 1 項第 1 号の事由に
より解散した場合に限る。）を行おうとすると
きは、解散の日から 2 週間以内に、漁業生産組
合解散届出書（別記第 5号様式の 2 ）に解散を
決議した総会の議事録の謄本及び解散の登記に
係る登記事項証明書を添えて、知事に提出しな
ければならない。

（組合員の減少による解散の届出） （組合員の減少による解散の届出）
第 9条 組合は、法第68条第 5項（法第96条第 5 第 9条 組合は、法第68条第 5項（法第86条第 4

項において準用する場合を含む。）又は法第91 項及び第96条第 5項において準用する場合を含
条第 5項（法第1 0 0条第 5項において準用する む。）又は法第91条第 5項（法第1 0 0条第 5項
場合を含む。）の規定による届出をしようとす において準用する場合を含む。）の規定による
るときは、解散届出書（別記第 6号様式）に解 届出をしようとするときは、解散届出書（別記
散理由書を添えて、知事に提出しなければなら 第 6号様式）に解散理由書を添えて、知事に提
ない。 出しなければならない。

2 漁業生産組合は、法第85条の 4 第 2 項の規定
により解散の届出（同条第 1 項の規定により解
散した場合に限る。）を行おうとするときは、
解散の日から 2 週間以内に、漁業生産組合解散
届出書（別記第 6号様式の 2 ）に解散の登記に
係る登記事項証明書を添えて、知事に提出しな
ければならない。

（破産又は存立時期満了による解散の報告） （破産又は存立時期満了による解散の報告）
第12条 組合は、法第68条第 1 項第 3 号（法第86 第12条 組合は、法第68条第 1 項第 3 号若しくは

条第 4 項及び第96条第 5 項において準用する場 第 4 号（これらの規定を法第86条第 4 項及び第
合を含む。）若しくは第 4 号（法第96条第 5 項 96条第 5 項において準用する場合を含む。）又
において準用する場合を含む。）又は法第91条 は法第91条第 1 項第 3 号若しくは第 4 号（これ
第 1 項第 3 号若しくは第 4 号（これらの規定を らの規定を法第1 0 0条第 5 項において準用する
法第1 0 0条第 5 項において準用する場合を含む 場合を含む。）に規定する事由によって解散し
。）に規定する事由によって解散したときは、 たときは、遅滞なく、解散報告書に解散理由書
遅滞なく、解散報告書に解散理由書を添えて、 を添えて、知事に提出しなければならない。
知事に提出しなければならない。

2 第 9 条第 2 項の規定は、漁業生産組合の法第
85条の 4 第 2 項の規定による漁業生産組合の解
散の届出（法第86条第 4 項において準用する法
第68条第 1 項第 4 号の事由により解散した場合
に限る。）について準用する。

（組織変更による解散及び設立の届出）
第12条の 2 漁業生産組合は、法第86条の 9 の規

定による組織変更の届出を行おうとするときは
、遅滞なく、組織変更届出書（別記第 6号様式
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の 3 ）に次に掲げる書類を添えて、知事に提出
しなければならない。

法第86条の 3 第 1 項の組織変更計画(１)
前号の組織変更計画を承認した総会の議事(２)

録
組織変更の登記に係る次に掲げる登記事項(３)

証明書
ア 組織変更前の漁業生産組合の解散の登記

に係る登記事項証明書
イ 組織変更後の株式会社の設立の登記に係

る登記事項証明書

（合併の認可の申請等） （合併の認可の申請等）
第13条 設立委員又は合併後存続する組合は、法 第13条 設立委員又は合併後存続する組合は、法

第69条第 2 項（法第92条第 5 項、第96条第 5 項 第69条第 2 項（法第86条第 4項、第92条第 5 項
及び第1 0 0条第 5 項において準用する場合を含 、第96条第 5 項及び第1 0 0条第 5 項において準
む。）の規定により、合併の認可を受けようと 用する場合を含む。）の規定により、合併の認
するときは、合併認可申請書（別記第 7 号様式 可を受けようとするときは、合併認可申請書（
）に次に掲げる書類を添えて、知事に提出しな 別記第 7 号様式）に次に掲げる書類を添えて、
ければならない。 知事に提出しなければならない。

～ 略 ～ 略(１) (５) (１) (５)
出資組合にあっては、次に掲げる書類 出資組合にあっては、次に掲げる書類(６) (６)

ア 法第69条第 4項（法第92条第 5 項、第96 ア 法第69条第 4項（法第86条第 4項、第92
条第 5 項及び第1 0 0条第 5 項において準用 条第 5 項、第96条第 5 項及び第1 0 0条第 5
する場合を含む。）において準用する法第 項において準用する場合を含む。）におい
53条第 1 項に規定する財産目録及び貸借対 て準用する法第53条第 1 項に規定する財産
照表 目録及び貸借対照表

イ 法第69条第 4項（法第92条第 5 項、第96 イ 法第69条第 4項（法第86条第 4項、第92
条第 5 項及び第1 0 0条第 5 項において準用 条第 5 項、第96条第 5 項及び第1 0 0条第 5
する場合を含む。）において準用する法第 項において準用する場合を含む。）におい
53条第 2 項の規定による公告及び催告（法 て準用する法第53条第 2 項の規定による公
第53条第 3 項（法第92条第 3 項、第96条第 告及び催告（法第53条第 3 項（法第86条第
3 項及び第1 0 0条第 3 項において準用する 2 項、第92条第 3 項、第96条第 3 項及び第
場合を含む。）の規定により公告を官報の 1 0 0条第 3 項において準用する場合を含む
ほか時事に関する事項を掲載する日刊新聞 。）の規定により公告を官報のほか時事に
紙又は電子公告によってした場合にあって 関する事項を掲載する日刊新聞紙又は電子
は、これらの方法による公告）をしたこと 公告によってした場合にあっては、これら
を証する書面 の方法による公告）をしたことを証する書

面
ウ 債権者が異議を述べなかったときは、そ ウ 債権者が異議を述べなかったときは、そ

のことを証する書面、債権者が異議を述べ のことを証する書面、債権者が異議を述べ
たときは、法第69条第 4項（法第92条第 5 たときは、法第69条第 4項（法第86条第 4
項、第96条第 5 項及び第1 0 0条第 5 項にお 項、第92条第 5 項、第96条第 5 項及び第10
いて準用する場合を含む。）において準用 0条第 5 項において準用する場合を含む。
する法第54条第 2 項に規定する手続を完了 ）において準用する法第54条第 2 項に規定
したことを証する書面 する手続を完了したことを証する書面

エ 略 エ 略
合併によって組合を設立する場合にあって 合併によって組合を設立する場合にあって(７) (７)

は、次に掲げる書類 は、次に掲げる書類
ア 略 ア 略
イ 設立委員が法第70条第 1 項（法第92条第 イ 設立委員が法第70条第 1 項（法第86条第

5 項、第96条第 5 項及び第1 0 0条第 5 項に 4 項、第92条第 5 項、第96条第 5 項及び第
おいて準用する場合を含む。）に規定する 1 0 0条第 5 項において準用する場合を含む
要件に該当することを証する書面 。）に規定する要件に該当することを証す

る書面
ウ・エ 略 ウ・エ 略
オ 理事の構成が法第70条第 2 項（法第92条 オ 理事の構成が法第70条第 2 項（法第86条

第 5 項、第96条第 5 項及び第1 0 0条第 5 項 第 4 項、第92条第 5 項、第96条第 5 項及び
において準用する場合を含む。）において 第1 0 0条第 5 項において準用する場合を含
準用する法第34条第10項本文に規定する要 む。）において準用する法第34条第10項本
件に該当することを証する書面 文に規定する要件に該当することを証する

書面
カ 略 カ 略

2 前項の合併の認可を受けた組合は、法第1 0 7 2 組合は、法第1 0 7条の規定により合併の登記
条の規定により合併の登記をしたときは、当該 をしたときは、当該登記の日から 2 週間以内に
登記の日から 2 週間以内に、合併登記完了報告 、合併登記完了報告書に登記事項証明書を添え
書に登記事項証明書を添えて、知事に提出しな て、知事に提出しなければならない。
ければならない。
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（合併の届出）
第13条の 2 漁業生産組合は、法第85条の 5 第 3

項の規定により合併の届出を行おうとするとき
は、合併の日から 2 週間以内に、漁業生産組合
合併届出書（別記第 7 号様式の 2 ）に次に掲げ
る書類を添えて、知事に提出しなければならな
い。

登記事項証明書(１)
前条第 1 項第 1 号から第 5 号までに掲げる(２)

書類
出資組合にあっては、次に掲げる書類(３)

ア 法第86条第 4 項において準用する法第69
条第 4項において準用する法第53条第 1 項
に規定する財産目録及び貸借対照表

イ 法第86条第 4 項において準用する法第69
条第 4項において準用する法第53条第 2 項
の規定による公告及び催告（法第86条第 2
項において準用する法第53条第 3 項の規定
により公告を官報のほか時事に関する事項
を掲載する日刊新聞紙又は電子公告によっ
てした場合にあっては、これらの方法によ
る公告）をしたことを証する書面

ウ 債権者が異議を述べなかったときは、そ
のことを証する書面、債権者が異議を述べ
たときは、法第86条第 4 項において準用す
る法第69条第 4項において準用する法第54
条第 2 項に規定する手続を完了したことを
証する書面

エ 前条第 1 項第 6 号エに掲げる書類
合併によって設立した組合の場合にあって(４)

は、次に掲げる書類
ア 前条第 1 項第 7 号ア、ウ、エ及びカに掲

げる書類
イ 設立委員が法第86条第 4 項において準用

する法第70条第 1 項に規定する要件に該当
することを証する書面

（役員等の選挙又は選任の報告） （役員等の選挙又は選任の報告）
第16条 組合（漁業生産組合を除く。次条から第 第16条 組合（漁業生産組合を除く。第17条、第

20条までにおいて同じ。）は、法第34条第 4 項 18条及び第20条において同じ。）は、法第34条
又は第 9 項（これらの規定を法第52条第 5 項（ 第 4 項又は第 9 項（これらの規定を法第52条第
法第92条第 3 項、第96条第 3 項及び第1 0 0条第 5 項（法第92条第 3 項、第96条第 3 項及び第10
3 項において準用する場合を含む。）、第92条 0条第 3 項において準用する場合を含む。）、
第 3 項、第96条第 3 項及び第1 0 0条第 3 項にお 第92条第 3 項、第96条第 3 項及び第1 0 0条第 3
いて準用する場合を含む。）の規定により役員 項において準用する場合を含む。）の規定によ
を選挙し、又は選任したときは、当該選挙又は り役員を選挙し、又は選任したときは、当該選
選任の日から 2 週間以内に、役員選挙・選任報 挙又は選任の日から 2 週間以内に、役員選挙・
告書に次に掲げる書類を添えて、知事に提出し 選任報告書に次に掲げる書類を添えて、知事に
なければならない。 提出しなければならない。

～ 略 ～ 略(１) (５) (１) (５)
2 略 2 略

（総会等の終了の報告） （総会等の終了の報告）
第19条 組合は、総会等が終了したときは、当該 第19条 組合は、総会等が終了したときは、当該

終了の日から 2 週間以内に、総会等終了報告書 終了の日から 2 週間以内に、総会等終了報告書
に次に掲げる書類を添えて、知事に提出しなけ に次に掲げる書類を添えて、知事に提出しなけ
ればならない。 ればならない。

・ 略 ・ 略(１) (２) (１) (２)
総会等において法第48条第 1 項第 6 号（法 総会等において法第48条第 1 項第 6 号（法(３) (３)

第92条第 3 項、第96条第 3 項及び第1 0 0条第 第86条第 2 項、第92条第 3 項、第96条第 3 項
3 項において準用する場合を含む。）に規定 及び第1 0 0条第 3 項において準用する場合を
する事項の議決を行った場合にあっては、業 含む。）に規定する事項の議決を行った場合
務報告書 にあっては、業務報告書

2 略 2 略

（書類の経由及び提出） （書類の経由及び提出）
第26条 略 第26条 略
2 前項の書類の提出部数は、第 3 条第 1 項及び 2 前項の書類の提出部数は、第 3 条第 1 項に規
第 3 条の 2 に規定する書類にあっては正本 1 通 定する書類にあっては正本 1 通及び副本 1 通と
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 別記第1号様式中「第86条第3項において準用する第63条第1項、」及び「漁業生産組合、」を削る。 

 別記第1号様式の次に次の2様式を加える。 

及び副本 1 通とし、その他の書類にあっては正 し、その他の書類にあっては正本 1 通とする。
本 1 通とする。
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別記第1号様式の2（第3条の2関係） 
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漁業生産組合成立届出書

年 月 日

和歌山県知事 様

所在地

組合名

代表者職氏名

水産業協同組合法第85条の 2 第 4 項の規定により漁業生産組合の成立について、関係書類を添え

て届け出ます。



    和歌山県報  号外（13） 平成 31 年 3 月 29 日（金曜日） 

－ 20 － 

別記第1号様式の3（第3条の2関係） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

財産目録

当組合の成立時の所有財産は下記のとおりです。

不動産の部

所在・地番 地目・種類 地積・床面積 備考

機械設備の部

名称 所在 備考

預金の部

金融機関 金額 備考

出資・株式の部

種別 出資先・銘柄等 数量（口・株） 備考

負債の部

金融機関 金額 備考
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 別記第2号様式中「第86条第2項において準用する第48条第2項、」を削り、同様式の次に次の1様式を加

える。 
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別記第2号様式の2（第4条の2関係） 
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漁業生産組合定款変更届出書

年 月 日

和歌山県知事 様

所在地

組合名

代表者職氏名

当組合は、定款を変更したので、水産業協同組合法第84条の 7第 2項の規定により関係書類

を添えて届け出ます。
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 別記第5号様式中「第86条第4項において準用する第68条第2項、」を削り、同様式の次に次の1様式を加

える。 
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別記第5号様式の2（第8条の2関係） 
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漁業生産組合解散届出書

年 月 日

和歌山県知事 様

所在地

組合名

清算人氏名

本組合は、 年 月 日開催の通常（臨時）総会において、解散の決議を行い、解散

しました。

つきましては、水産業協同組合法第85条の4第2項の規定により関係書類を添えて届け出ます。
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－ 25 － 

 別記第6号様式中「、漁業生産組合」、「第86条第4項において準用する第68条第4項、」及び「第86条

第4項において準用する第68条第5項、」を削り、同様式の次に次の2様式を加える。 
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別記第6号様式の2（第9条関係） 
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漁業生産組合解散届出書

年 月 日

和歌山県知事 様

所在地

組合名

清算人氏名

本組合は、水産業協同組合法第85条の4第1項の規定により解散しました。

つきましては、同条第 2 項の規定により関係書類を添えて届け出ます。
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別記第6号様式の3（第12条の2関係） 
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組織変更届出書

年 月 日

和歌山県知事 様

所在地

組合名

代表者職氏名

当組合は、組織変更したので、水産業協同組合法第86条の 9 の規定により関係書類を添えて届け

出ます。
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 別記第7号様式中「第86条第4項において準用する第69条第2項、」を削り、同様式の次に次の1様式を加

える。 
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－ 29 － 

別記第7号様式の2（第13条の2関係） 
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漁業生産組合合併届出書

年 月 日

和歌山県知事 様

所在地

組合名

代表者職氏名

当組合は、合併したので、水産業協同組合法第85条の 5 第 3 項の規定により関係書類を添えて届

け出ます。
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   附 則 

 この規則は、平成31年4月1日から施行する。 

    訓     令 

和歌山県訓令第15号 

農 林 水 産 部 

和歌山県農林大学校 

 和歌山県農林大学校（林業研修部及び就農支援センターを除く。）に勤務する職員の勤務時間等に関す

る規程を次のように定める。 

  平成31年3月29日 

和歌山県知事 仁 坂 吉 伸 

和歌山県農林大学校（林業研修部及び就農支援センターを除く。）に勤務する職員の勤務時間等

に関する規程 

 （趣旨） 

第1条 この規程は、和歌山県職員服務規程（昭和63年和歌山県訓令第6号）第3条第6項の規定に基づき、

和歌山県農林大学校（林業研修部及び就農支援センターを除く。）に勤務する職員（以下「職員」とい

う。）の勤務時間等について定めるものとする。 

 （職員の勤務時間等） 

第2条 職員の勤務時間及び休憩時間については、次の各号に定めるところによる。 

（1）勤務時間は、休憩時間を除き、午前9時から午後5時45分までとする。 

（2）休憩時間は、午後零時25分から午後1時25分までとする。 

第3条 校長は、業務の都合上やむを得ない場合には、前条に規定する日の勤務の開始時刻及び終了時刻

を変更することができる。 

   附 則 

 この訓令は、平成31年4月1日から施行する。 
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